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１ 一 般 会 計 

 

 

 



令和４年度５月補正予算　事業別一覧

会計  ０１  一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大 中 小 事業名 予算額 所属
主要施策
ページ

03 01 01 21 01 05 生活困窮者自立支援事業 14,260 福祉課 1

01 01 01 01 01 01 人件費 △ 2,990 議事課 2

02 01 01 01 01 02 人件費 △ 11,968 総務課 2

02 02 01 01 01 03 人件費 △ 3,062 税務課 2

02 03 01 01 01 04 人件費 △ 1,970 市民課 2

02 06 01 01 01 05 人件費 △ 490 監査委員事務局 2

03 01 01 01 01 06 人件費 △ 10,191 福祉課 2

03 01 05 22 01 81 国民健康保険特別会計繰出事務 △ 869 保険年金課 2

03 01 06 21 03 08 介護保険特別会計　保険事業勘定繰出事務 △ 1,075 長寿介護課 2

03 01 06 21 03 81 介護保険特別会計　介護サービス事業勘定繰出事務 △ 685 長寿介護課 2

03 02 02 01 01 07 人件費 △ 13,089 子育て支援課 2

03 04 01 01 01 08 人件費 △ 208 保険年金課 2

04 01 01 01 01 09 人件費 △ 2,712 健康推進課 2

04 02 01 01 01 10 人件費 △ 1,461 環境課 3

06 01 01 01 01 11 人件費 △ 2,537 産業課 3

06 01 02 01 01 12 人件費 △ 216 産業課 3

07 01 01 01 01 13 人件費 △ 1,017 産業課 3

08 01 01 01 01 14 人件費 △ 1,569 道路河川課 3

08 04 01 01 01 15 人件費 △ 1,983 都市計画課 3

10 01 02 01 01 16 人件費 △ 6,279 教育行政課 3

10 05 01 01 01 17 人件費 △ 3,013 教育行政課 3

10 06 01 01 01 18 人件費 △ 1,457 スポーツ課 3

10 07 01 01 01 19 人件費 △ 559 学校教育課 3



 補正予算の説明

１ 事業名

２ 概要

３ 補正予算の必要性

４ 主な執行予定経費

５ その他（概要図等）

生活困窮者自立支援事業におけるSDGｓの取組

金額（１月あたり）

60,000 円

80,000 円

100,000 円３人以上

２人

１人

世帯人数

区　分 内　容 事業費 備　考

千円千円 014,260 千円 0

国庫支出金 県支出金 市債 使用料・手数料

主 要 施 策 補 正 予 算 説 明 書

事　業　名 生活困窮者自立支援事業

施策の体系
豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

地域福祉

目 01 社会福祉総務費

補正前予算額 今回補正額 補正後額

款 03 民生費 項 01 社会福祉費

　新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金

新型コロナウイルス感染症が長期化する中、社会福祉協議会での総合支援金の再貸付制度終了に

より、さらなる貸付を利用できない生活困窮世帯が存在します。こうした世帯に対して、就労による自立

につなげるため、令和３年度より「新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金」を支給していま

す。

0千円 0 千円 0 千円

22,397 千円 14,260 千円 36,657 千円 63.7 ％

その他 一般財源

【拡充】

分担金・負担金

増加率

補正額
の財源
内訳 千円 0

扶助費 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金 14,260千円

新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金の申請期限が令和４年３月末から令和４年６月末

に延長されることに伴い、支援金支給対象世帯の増加が見込まれるためです。

作成課 【福祉部　福祉課】 事務事業番号 210105

(1) 申請期限：令和４年６月末

(2) 支給期間：初回３か月に加えて再支給３か月を可能とする(最大６か月)

(3) 支給対象世帯　　※生活保護世帯を除く

　　 緊急小口資金等の特例貸付を利用できない世帯等

(4) 給付額

1



（単位：千円）

No.
会
計

款 項 目 小事業名称
補正
予算額

事業の概要
(主な事業の

予算)
課名称

1 1 01 01 01 人件費 △ 2,990

①議会議員　１９人
②一般職常勤職員　５人
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による

△ 2,186
△ 804

議事課

2 1 02 01 01 人件費 △ 11,968

①特別職職員　２人
②一般職常勤職員　７３人
③一般職再任用職員　３人
④会計年度任用職員　５１人
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による

△ 539
△ 10,124

△ 110
△ 1,195 総務課

3 1 02 02 01 人件費 △ 3,062

①一般職常勤職員　２５人
②一般職再任用職員　２人
③会計年度任用職員　２５人
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による

△ 2,882
△ 106
△ 74

税務課

4 1 02 03 01 人件費 △ 1,970

①一般職常勤職員　１４人
②一般職再任用職員　１人
③会計年度任用職員　２０人
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による

△ 1,690
△ 100
△ 180

市民課

5 1 02 06 01 人件費 △ 490

①一般職常勤職員　３人
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による

△ 490

監査委員事務局

6 1 03 01 01 人件費 △ 10,191

①一般職常勤職員　５８人
②一般職再任用職員　３人
③会計年度任用職員　９４人
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による

△ 7,572
△ 378

△  2,241
福祉課

7 1 03 01 05
国民健康保険特
別会計繰出事務

△ 869

①繰出金
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による特別会計
への繰出金の減額

△ 869

保険年金課

8 1 03 01 06
介護保険特別会
計　保険事業勘
定繰出事務

△ 1,075

①繰出金
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による特別会計
への繰出金の減額

△ 1,075

長寿介護課

9 1 03 01 06

介護保険特別会
計　介護サービ
ス事業勘定繰出
事務

△ 685

①繰出金
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による特別会計
への繰出金の減額

△ 685

長寿介護課

10 1 03 02 02 人件費 △ 13,089

①一般職常勤職員　６９人
②一般職再任用職員　７人
③会計年度任用職員　１３９人
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による

△ 7,914
△ 440

△ 4,735
子育て支援課

11 1 03 04 01 人件費 △ 208

①一般職常勤職員　２人
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による

△ 208

保険年金課

12 1 04 01 01 人件費 △ 2,712

①一般職常勤職員　１９人
②会計年度任用職員　１６人
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による

△ 2,548
△ 164

健康推進課

令和４年度　その他事業一覧

2 主な事業の予算を記載しているため、予算額と一致しない場合があります。



（単位：千円）

No.
会
計

款 項 目 小事業名称
補正
予算額

事業の概要
(主な事業の

予算)
課名称

令和４年度　その他事業一覧

13 1 04 02 01 人件費 △ 1,461

①一般職常勤職員　１１人
②会計年度任用職員　５人
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による

△ 1,300
△ 161

環境課

14 1 06 01 01 人件費 △ 2,537

①一般職常勤職員　１４人
②一般職再任用職員　４人
③会計年度任用職員　４人
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による

△ 2,314
△ 141
△ 82

産業課

15 1 06 01 02 人件費 △ 216

①一般職常勤職員　２人
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による

△ 216
  
産業課

16 1 07 01 01 人件費 △ 1,017

①一般職常勤職員　６人
②一般職再任用職員　３人
③会計年度任用職員　３人
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による

△ 842
△ 158
△ 17

産業課

17 1 08 01 01 人件費 △ 1,569

①一般職常勤職員　１２人
②会計年度任用職員　６人
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による

△ 1,390
△ 179

道路河川課

18 1 08 04 01 人件費 △ 1,983

①一般職常勤職員　１４人
②一般職再任用職員　１人
③会計年度任用職員　７人
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による

△ 1,722
△ 52
△ 209

都市計画課

19 1 10 01 02 人件費 △ 6,279

①特別職職員　１人
②一般職常勤職員　３３人
③一般職再任用職員　１人
④会計年度任用職員　１８６人
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による

△ 224
△ 4,132

△ 88
△ 1,835 教育行政課

20 1 10 05 01 人件費 △ 3,013

①一般職常勤職員　１６人
②一般職再任用職員　２人
③会計年度任用職員　２５人
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による

△ 2,262
△ 87
△ 664

教育行政課

21 1 10 06 01 人件費 △ 1,457

①一般職常勤職員　９人
②一般職再任用職員　１人
③会計年度任用職員　１５人
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による

△ 1,042
△ 52
△ 363

スポーツ課

22 1 10 07 01 人件費 △ 559

①一般職常勤職員　４人
②会計年度任用職員　１人
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による

△ 542
△ 17

学校教育課
(給食センター)

3 主な事業の予算を記載しているため、予算額と一致しない場合があります。



 

 

 

 

２ 国民健康保険特別会計 

 

 
 

 



令和４年度５月補正予算　事業別一覧

会計  ０２  国民健康保険特別会計 （単位：千円）

款 項 目 大 中 小 事業名 予算額 所属
主要施策
ページ

01 01 01 01 01 20 人件費 △ 869 保険年金課 4



（単位：千円）

No.
会
計

款 項 目 小事業名称
補正

予算額
事業の概要

(主な事業の
予算)

課名称

1 2 01 01 01 人件費 △ 869

①一般職常勤職員　４人
②会計年度任用職員　１１人
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による

△ 438
△ 431

保険年金課

令和４年度　その他事業一覧

4 主な事業の予算を記載しているため、予算額と一致しない場合があります。



 

 

 

 

３ 介護保険特別会計 

 

 

 



令和４年度５月補正予算　事業別一覧

会計  ０６  介護保険特別会計（保険事業勘定） （単位：千円）

款 項 目 大 中 小 事業名 予算額 所属
主要施策
ページ

01 01 01 01 01 23 人件費 △ 697 長寿介護課 5

04 03 01 01 01 24 人件費 △ 378 長寿介護課 5

会計  ０７  介護保険特別会計（介護サービス事業勘定） （単位：千円）

款 項 目 大 中 小 事業名 予算額 所属
主要施策
ページ

01 01 01 01 01 25 人件費 △ 685 長寿介護課 5



（単位：千円）

No.
会
計

款 項 目 小事業名称
補正

予算額
事業の概要

(主な事業の
予算)

課名称

1 6 01 01 01 人件費 △ 697

①一般職常勤職員　４人
②会計年度任用職員　１０人
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による

△ 404
△ 293

長寿介護課

2 6 04 03 01 人件費 △ 378

①一般職常勤職員　３人
②会計年度任用職員　２人
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による

△ 324
△ 54

長寿介護課

3 7 01 01 01 人件費 △ 685

①一般職常勤職員　５人
②一般職再任用職員　２人
③会計年度任用職員　２人
・国家公務員の給与改定に準じた期末手
当の支給割合の引下げ等による

△ 484
△ 152
△ 49

長寿介護課

令和４年度　その他事業一覧

5 主な事業の予算を記載しているため、予算額と一致しない場合があります。


